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３．将来の見通し 
３－１．将来人口の推移 

〇 佐倉市の人口は、これまで住宅地開発の進展とともに増加してきましたが、今後は

ゆるやかに減少していくことが予測されます。さらに、住宅団地の大規模開発地ごと

に同世代の年代層が流入してきた背景もあり、局所的に高齢化が進んでいくことが懸

念されています。 

〇 平成 27 年 10 月に策定された「佐倉市人口ビジョン」では、今後の人口減少傾向を

できるだけ緩やかなものとするために、20～30 代の転入促進・転出抑制の取組、出生

率好転の取組、将来にわたって住み続けたいと思えるまちづくりの取組などにより、

平成 52 年において 16 万人の人口を維持することを目標に設定しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 佐倉市の将来人口（推計） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 佐倉市の年齢 3区分別将来人口（推計） 

（資料：佐倉市人口推計（平成 26年 11 月）） 

12.4 11.9 11.2 10.2 9.2 8.7 8.7 

66.2 60.6 57.2 56.2 56.1 55.0 52.2 

21.5 27.5 31.6 33.6 34.7 36.3 39.1 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

平成22年 平成27年 平成32年 平成37年 平成42年 平成47年 平成52年

構
成
比[

％]

年少人口 生産年齢人口 老年人口

21,976 21,155 19,520 17,286 14,919 13,278 12,271 

117,767 107,574 100,127 95,389 90,746 83,640 73,858 

38,185 48,771 55,262 56,949 
56,188 

55,140 
55,268 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

平成22年 平成27年 平成32年 平成37年 平成42年 平成47年 平成52年

人
口[

人]

年少人口 生産年齢人口 老年人口

実 数 構成比 

177,928 177,500 174,909 
169,624 

161,853 

152,058 

141,397 

177,617 176,974 175,500
172,252

167,747
162,909

100,000

110,000

120,000

130,000

140,000

150,000

160,000

170,000

180,000

190,000

平
成

2
2
年

平
成

2
7
年

平
成

3
2
年

平
成

3
7
年

平
成

4
2
年

平
成

4
7
年

平
成

5
2
年

人
口
（
人
）

H26佐倉市推計

人口ビジョン目標水準

(実績) (推計)



83 
 

３－２．地域別の将来人口 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 地区別の将来人口（推計） 

（資料：佐倉市人口推計（平成 26年 11 月）） 
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３－３．将来の人口分布に関する分析 
（１）100ｍメッシュ(1ha)単位での将来人口分析の目的 

〇 将来人口の増加／減少が見込まれるエリア、将来人口密度の増加／減少が見込まれ

るエリアの抽出や、居住誘導区域の設定の際の基礎資料とするため、100m メッシュ

(1ha)単位の将来人口・人口密度・高齢化率を推計します。 

 

（２）分析の手順 

〇 平成 17 年、平成 22 年の国勢調査（小地域集計）や佐倉市将来人口推計、家屋図な

どを活用して、以下の手順で分析を進めます。 

〇 国勢調査（小地域集計）をもとに、男女別 5歳階級別の 5年間変化率に基づく「コ

ーホート変化率法」により小地域単位で 5年ごとの将来人口を試算します。 

〇 小地域単位の将来人口の 100m メッシュへの割り振りは、家屋図（平成 27 年 1 月 1

日時点）に示されている建物の延床面積に応じて配分します。 

〇 現況を平成 22 年とし、5年ごとに試算を進め、平成 47 年の将来人口を試算します。 

〇 市全体の将来人口は、佐倉市将来人口推計に示されている推計値をコントロールト

ータルとして設定し、100m メッシュへの将来人口の割り振り結果を調整します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 将来人口の分析手順  

１．国勢調査小地域別のコーホート変化率による将来人口推計 

１）コーホート変化率の算出 

２）将来人口の推計（H27～47 年） 

３）将来人口の補正（H27～47 年） 

２．国勢調査小地域別人口を 100ｍメッシュへ配分 

１）延床面積の比率による家屋図データへの人口配分 

２）100ｍメッシュへの人口配分 

H17・H22 
国勢調査 

（小地域集計） 

H26 佐倉市 
将来人口推計 

家屋図 
(建物の位置、 
延床面積) 
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＜参考＞コーホート変化率法による将来人口の試算方法 

〇 国勢調査小地域を基本単位として、男女別 5 歳階級別に 5 年間（平成 17～22 年）

での変化率及び女性子供比を小地域毎に算出します。 

〇 基準年の男女別 5 歳階級別人口に変化率を乗じて将来人口を算出します。（0～4 歳

は、15～49 歳女性人口に女性子供比を乗じて算出します。） 
表 コーホート変化率法による将来人口の試算方法（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜参考＞100ｍメッシュへの人口の割り振り方法 

〇 国勢調査小地域別人口（又は小地域別将来人口）を、家屋毎の延床面積の比率によ

り家屋図ポイントデータへ配分した上で、100ｍメッシュに含まれる家屋図データを

集計し、各 100ｍメッシュ（①～④）へ人口を配分します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 100ｍメッシュへの人口の割り振り方法（イメージ）  
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（３）市内の人口分布の見通し 

①人口分布の状況 
A)現在（平成 22 年） 
〇 市街化区域内には、都市計画法施行規則に定める既成市街地の人口密度の基準であ

る 40 人を上回るメッシュが広く分布しています。 

〇 市街化区域の中でも、40 人に満たないメッシュがまとまって位置するエリアは、 

－工業系用途地域の指定を受けているエリア 

－佐倉城址公園周辺 

－平成 22 年時点で開発途上にあった地区 

などが挙げられます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 現在人口（平成 22年）  
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B)将来（平成 47 年） 
〇 将来（平成 47 年）においても、市街化区域内には、都市計画法施行規則に定める

既成市街地の人口密度の基準である 40 人を上回るメッシュが広く分布しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 将来人口（平成 47年） 

平成 47 年 人口 
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C)地域別 
a．佐倉・根郷地域 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

b．臼井・千代田地域 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

100m メッシュ内の人口（平成 22 年） 100m メッシュ内の人口（平成 47 年） 

100m メッシュ内の人口（平成 47 年） 100m メッシュ内の人口（平成 22 年） 
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c．志津地域 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

d．和田・弥富地域 
 
  

100m メッシュ内の人口（平成 22 年） 100m メッシュ内の人口（平成 47 年） 

100m メッシュ内の人口（平成 22 年） 100m メッシュ内の人口（平成 47 年） 
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②人口増減の見通し 
〇 将来に向けて 20 人／ha 以上人口が減少するメッシュは、市街化区域内で開発され

た住宅団地ごとにまとまって分布しています。 

〇 また、駅周辺に着目すると、京成佐倉駅、臼井駅（南側）、ＪＲ佐倉駅において人

口密度が低下するメッシュがまとまって分布しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 人口増減（平成 22年→平成 47年） 
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③高齢人口分布の状況 
A)現在（平成 22 年） 
〇 平成 22 年の高齢化率は、30％以上となるメッシュが市街化区域内の一部及び市街

化調整区域内の集落地に分布しています。 

〇 高齢人口については、主に市街化区域に集中しており、志津駅、臼井駅、京成佐倉

駅周辺で 70 人を超えている箇所があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 高齢化率（平成 22年） 
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図 高齢化人口（平成 22年） 
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B)将来（平成 47 年） 
〇 平成 47 年の高齢化率は、30％以上となるメッシュが市街化区域内及び市街化調整

区域内の集落地などに広く分布しており、市全体で高齢化が進行することが見込まれ

ます。 

〇 その中でも、市街化区域内は高齢人口が密集しており、多くの高齢者が暮らす区域

となることが見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 高齢化率（平成 47年） 
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図 高齢化人口（平成 47年） 
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（４）市街化区域内・外の人口密度の見通し 

①市街化区域の人口密度 
〇 都市計画運用指針において、住宅用地の人口密度については、『住宅用地の人口密

度については、土地の高度利用を図るべき区域にあっては、1ha 当たり 100 人以上、

その他の区域にあっては 1ha 当たり 80 人以上を目標とし、土地利用密度の低い地域

であっても 1ha 当たり 60 人以上とすることを基本とすることが望ましいとされてお

り、1ha 当たり 40 人以上を下回らないこととすべきとされています。 

A)市街化区域全体の人口密度 
〇 市街化区域全体の人口密度は、

平成 22 年の 62 人／ha に対し、平

成47年には54人／haまで低下す

ることが見込まれます。 

 
B)市街化区域（工業地域・工業専用地

域を除く）の人口密度 
〇 市街化区域（工業地域・工業専

用地域を除く）の人口密度は、平

成 22 年の 70 人／ha に対し、平成

47年には61人／haまで低下する

ことが見込まれます。 

 
②地区別の市街化区域（工業地域・工業専用地域を除く）内の人口密度 
〇 志津地域は将来においても比較的高い人口密度を維持すると見込まれます。 

〇 佐倉・根郷地域は、現状においても 60 人／ha を下回り、かつ将来においては更に

低下することが見込まれます。 

〇 臼井・千代田地域は 72 人／ha と比較的高いですが、将来に向けて人口密度が低下

し、60 人／ha を僅かに下回ると見込まれます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 地域別の市街化区域内人口密度の見通し  

図 市街化区域の人口密度の見通し 
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（５）人口密度変化の傾向分析 

〇 市街化区域内には、現在・将来ともに 40 人／ha 以上を上回るメッシュが広く分布

していますが、将来的に 40 人／ha を維持できないと見込まれる 100m メッシュが市街

化区域内に虫食い状に発生することが懸念されます。（図中  部） 

〇 中でも、京成佐倉駅からＪＲ佐倉駅にかけての既成市街地内において、比較的まと

まって分布しています。 

  
H47 

  
40 人/ha 未満 40 人/ha 以上 80 人/ha 未満 80 人/ha 以上 

H22 

40 人/ha 未満   既成市街地の人口密度以上になると将来見込まれるエリア 

40 人/ha 以上

80 人/ha 未満 

既成市街地の基準となる人

口密度が将来的に維持でき

ないと見込まれるエリア 

既成市街地の基準以上の

人口密度(40 人/ha)が将来

において見込まれるエリア 

住宅用地の目標水準以上の人

口密度(80 人/ha)が将来におい

て見込まれるエリア 80 人/ha 以上 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 人口密度の変化傾向（平成 22年→平成 47 年） 
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３－４．公共交通サービス水準と人口分布の関係分析 
（１）分析の目的 

〇 公共交通の維持・確保に向けては、公共交通利用者の確保に取り組むことが重要で

あり、まちづくりの観点からは沿線の人口集積・人口密度を高めることが必要と考え

られます。また沿線の人口集積・人口密度を高めることで、公共交通の利便性の向上

が期待されます。 

〇 そこで、本検討では、市内の公共交通の利便性の現状を把握するとともに、沿線の

人口集積や人口密度の現状及び将来の見通し等を検討するため、公共交通のサービス

水準（運行本数）と人口分布の関係について視覚的・定量的に把握することを目的と

します。 

 
（２）分析の方法 

〇 公共交通のサービス水準は、佐倉市内を通るバス路線・鉄道の運行本数（2015（平

成 27）年度）を駅・バス停ごとにカウントすることによって把握します。 

〇 基幹的公共交通路線の目安とされている平均 30 本／日・片方向（資料：都市構造

の評価に関するハンドブック（国土交通省））以上の駅・バス停を「公共交通利便が

確保された駅・バス停」とします。 

〇 駅勢圏は、鉄道駅を中心に半径 800ｍ、山万ユーカリが丘線の各駅を中心に半径 500

ｍ、バス停を中心に半径 300ｍの円形状に広がるものとします。 

〇 運行本数と駅勢圏域・バス停圏との関係を考慮して、市内を以下の 3つの区分で分

類します。 
表 駅勢圏・バス停圏の定義 

 

バス 

バス停から 300m 圏内 
バス停から 

300m 圏外 

運行本数 

30 本/日・片道 

以上 

運行本数 

30 本/日・片道 

未満 

 

軌道系 

鉄道駅から 800m 圏内、 

山万ユーカリが丘線各駅か

ら 500m 圏内 公共交通利便 

地域 

 

 
 

鉄道駅から 800m 圏外、 

山万ユーカリが丘線各駅か

ら 500m 圏外 

公共交通利用 

可能地域 

公共交通空白 

地域 

 

〇 先に分析した 100m メッシュ人口と重ね合わせ、公共交通利便地域・公共交通利用

可能地域・公共交通空白地域のそれぞれに含まれる人口を集計分析します。 

（なお、公共交通サービス水準は、将来においても現状のまま維持されることを想定し

て試算します。） 
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（３）区域区分別の分布状況 

①面積ベースでの分布状況 
〇 公共交通利便地域（平均 30 本／日・片道以上の駅・バス停を中心とした駅勢圏・

バス停圏）は、市域全体の約 27％を占め、特に市街化区域の約 7割が公共交通利便地

域に含まれます。 

 

＜面積＞ 市街化区域 市街化調整区域 市域全体 
2,424ha 7,935ha 10,359ha 

公共交通利便地域 1,712ha 1,069ha 2,781ha 
公共交通利用可能地域 348ha 1,431ha 1,779ha 
公共交通空白地域 364ha 5,435ha 5,799ha 

 

＜カバー率＞ 市街化区域 市街化調整区域 市域全体 
100％ 100％ 100％ 

公共交通利便地域 71% 13% 27% 
公共交通利用可能地域 14% 18% 17% 
公共交通空白地域 15% 69% 56% 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 公共交通利便地域などの分布  
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②人口ベースでの分布状況 
〇 公共交通利便地域（平均 30 本／日・片道以上）の駅・バス停を中心とした駅勢圏・

バス停圏）内の人口は、全人口の約 74％を占め、特に市街化区域の約 8割が公共交通

利便地域に含まれます。 

 

■現況（H22） 

＜人口＞ 市街化区域 市街化調整区域 市域全体 
約 14.9 万人 約 2.3 万人 約 17.2 万人 

公共交通利便地域 約 11.9 万人 約 0.9 万人 約 12.8 万人 
公共交通利用可能地域 約 1.4 万人 約 0.5 万人 約 1.9 万人 
公共交通空白地域 約 1.6 万人 約 0.9 万人 約 2.5 万人 

 

＜カバー率＞ 市街化区域 市街化調整区域 市域全体 
100％ 100％ 100％ 

公共交通利便地域 80% 39% 74% 
公共交通利用可能地域 9% 22% 11% 
公共交通空白地域 11% 39% 15% 

 
 

■将来（H47） 

＜人口＞ 市街化区域 市街化調整区域 市域全体 
約 13.0 万人 約 2.2 万人 約 15.2 万人 

公共交通利便地域 約 10.7 万人 約 0.9 万人 約 11.6 万人 
公共交通利用可能地域 約 1.1 万人 約 0.5 万人 約 1.6 万人 
公共交通空白地域 約 1.2 万人 約 0.8 万人 約 2.0 万人 

 

＜カバー率＞ 市街化区域 市街化調整区域 市域全体 
100％ 100％ 100％ 

公共交通利便地域 82% 41% 76% 
公共交通利用可能地域 9% 23% 11% 
公共交通空白地域 9% 36% 13% 

 
図 人口ベースでの分布状況 
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（４）公共交通サービス水準別の人口密度 

①現状（平成 22 年） 
〇 平成22年時点における公共交通利便地域内の人口密度は46人／haとなっています。 

 
 面積(ha) 人口(人) 人口密度(人/ha) 

公共交通利便地域 2,781ha 約 12.8 万人 46 人/ha 
公共交通利用可能地域 1,779ha 約 1.9 万人 11 人/ha 
公共交通空白地域 5,799ha 約 2.5 万人 4 人/ha 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 公共交通サービス水準別に見た人口分布（現状） 
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②将来（平成 47 年） 
〇 現在の公共交通のサービスが将来においても維持されたと仮定した場合、将来（平

成 47 年時点）における公共交通利便地域内の人口密度は 42 人／ha となっています。 

 

 

 面積(ha) 推計人口(人) 人口密度(人/ha) 
公共交通利便地域 2,781ha 約 11.6 万人 42 人/ha 
公共交通利用可能地域 1,779ha 約 1.6 万人 9 人/ha 
公共交通空白地域 5,799ha 約 2.0 万人 3 人/ha 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 公共交通サービス水準別に見た人口分布（将来） 
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（５）公共交通サービス水準と人口分布の関係性に関する考察 

〇 公共交通利便地域、公共交通利用可能地域、公共交通空白地域とも、人口及び人口

密度が減少すると見込まれます。 

〇 中でも、公共交通利便地域における人口減少が最も多く約1.2万人と見込まれます。

これに伴い人口密度が現状（平成 22 年）46 人/ha から将来（平成 47 年）には 42 人

/ha と 4 人/ha 減少すると見込まれます。 

 

 
表 公共交通サービス水準ごとの人口・人口密度の見通し 

＜人口＞ 
 平成 22 年 平成 47 年 増減 

（H47－H22） 
公共交通利便地域 約 12.8 万人 約 11.6 万人 約▲1.2 万人 

公共交通利用可能地域 約 1.9 万人 約 1.6 万人 約▲0.3 万人 
公共交通空白地域 約 2.5 万人 約 2.0 万人 約▲0.5 万人 

 
＜人口密度＞ 

 平成 22 年 平成 47 年 増減 
（H47－H22） 

公共交通利便地域 46 人/ha 42 人/ha ▲4 人/ha 
公共交通利用可能地域 11 人/ha 9 人/ha ▲2 人/ha 
公共交通空白地域 4 人/ha 3 人/ha ▲1 人/ha 
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４．その他考察資料（参考） 
４－１．都市構造の評価に関するハンドブックを活用した評価 
（１）分析の目的 

〇 本市の地域特性を客観的に把握するため、「都市構造の評価に関するハンドブック

（国土交通省）」に基づいて、６つの視点（①生活利便性、②健康・福祉、③安全・

安心、④地域経済、⑤行政運営、⑥エネルギー・低炭素）で評価指標を設定して評価

検討します。 

 

（２）分析の方法 

〇 上記６つの視点毎に、「都市構造の評価に関するハンドブック（国土交通省）」にお

いて示されている都市規模別（全国、概ね 30 万人規模の地方都市圏、三大都市圏）

の試算値の中で、公表資料を用いて試算・対比が可能な指標を対象にして、本市の試

算値との比較を行います。 

〇 視覚的に見やすくするため比率換算することとし、都市規模別の試算値を1として、

1 を超える場合は「試算値よりも佐倉市試算値が優れている（強み）」、1 を下回る場

合は「平均値よりも佐倉市指標値が劣っている（弱み）」ように比率を試算します。 

※三大都市圏：東京都、千葉県、埼玉県、神奈川県、愛知県、岐阜県、三重県、大阪府、

京都府、兵庫県 

※概ね 30 万人規模の地方都市圏：地方圏に属する人口 10～40 万人の都市 

 

（３）指標値の算出 

〇 試算結果を以下に示します。 
表 評価指標 一覧（１／２） 
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表 評価指標 一覧（２／２） 
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（４）試算結果に関する考察 

①全国との対比 
〇 今回算出した佐倉市の評価指標値は、全国の平均値よりも高い水準にある指標（青

い円より外側に赤丸がある指標）が多く、相対的にみて暮らしやすい都市構造を形成

していると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 全国との対比 

 

〇 全国の平均値を下回る評価指標としては、 

（生活利便性） 生活サービス施設の徒歩圏人口カバー率（商業） 

生活サービス施設の利用圏平均人口密度（医療） 

生活サービス施設の利用圏平均人口密度（福祉） 

（健康・福祉） 徒歩・自転車の機関分担率 

買い物への移動手段における徒歩の割合 

（地域経済）  従業員人口密度（都市機能を誘導する区域） 

        都市機能を誘導する区域における小売商業床効率 

（エネルギー／低炭素） 市民一人当たりの自動車ＣＯ２排出量 

となっています。 
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②三大都市圏との対比 
〇 今回算出した佐倉市の評価指標値は、三大都市圏の平均値よりも高い水準にある指

標（青い円より外側に赤丸がある指標）が全指標の半分を下回っています。 

〇 特に、生活利便性や地域経済に関する指標等で低い水準を示す指標が多くなってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 三大都市圏との対比 

 

〇 三大都市圏の平均値を下回る評価指標としては、 

（生活利便性）日常生活サービスの徒歩圏充足率 

居住を誘導する区域における人口密度 

生活サービス施設の徒歩圏人口カバー率（医療、商業） 

生活サービス施設の利用圏平均人口密度（医療、福祉、商業） 

公共交通沿線地域の人口密度 

（健康・福祉）徒歩・自転車の機関分担率、保育所徒歩圏０～４歳人口カバー率 

買い物への移動手段における徒歩の割合、＜代替案＞ 歩道整備率 

（安全・安心）最寄り緊急避難場所までの平均距離 

（地域経済） 従業員人口密度（都市機能を誘導する区域） 

都市全域の小売商業床面積あたりの売上高（小売商業床効率） 

都市機能を誘導する区域における小売商業床効率 

（行政運営） 市民一人当たり税収額（個人市民税・固定資産税） 

（エネルギー／低炭素） 市民一人当たりの自動車ＣＯ２排出量 

となっています。 
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③概ね 30 万人規模の地方都市圏との対比 
〇 今回算出した佐倉市の評価指標値は、概ね 30 万人規模の地方都市圏の平均値より

も高い水準にある指標（青い円より外側に赤丸がある指標）が多く、相対的にみて暮

らしやすい都市構造を形成していると考えられます。 

〇 特に、生活利便性の中でも、生活サービス施設の利用圏平均人口密度や公共交通の

利用状況などが特に高い水準を示す指標が多くなっており、概ね 30 万人規模の地方

都市圏と比較して、佐倉市はコンパクトな都市構造が形成されていると考察されます。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 概ね 30 万人規模の地方都市圏との対比 

 

〇 概ね 30 万人規模の地方都市圏の平均値を下回る評価指標としては、 

（健康・福祉） 徒歩・自転車の機関分担率 

（地域経済）  都市機能を誘導する区域における小売商業床効率 

平均住宅宅地価格（居住を誘導する区域） 

（エネルギー／低炭素） 市民一人当たりの自動車ＣＯ２排出量 

となっています。 
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４－２．都市のコンパクトさ比較 
〇 佐倉市における集約型の都市構造の状況を他都市との対比を通じて把握するため、

市街化区域における人口集積の状況を定量的に把握し、比較を行います。 

 

（１）比較対象都市 

〇 都市特性の類似性を保つため、佐倉市に近い人口規模（10～30 万人）で、行政面積

全域が「線引き都市計画」に指定されている市町村（96 都市。ただし東京都特別区は

除く。以下、類似都市。）を対象とします。 

〇 抽出にあたっては、平成 25 年度都市計画現況調査（国土交通省）を活用します。 

 

（２）比較結果に関する考察 

①面積・人口からみたコンパクトさ 
〇 佐倉市は、市域の約 2割の市街化区域内に、約 9割の人口が住んでいます。 

〇 市街化区域面積／都市計画区域が約 20％前後の他都市と比べても、市街化区域での

人口集積が高い水準にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 「市街化区域面積／都市計画区域面積」と「市街化区域人口／都市計画区域人口」の散布図 

（資料：平成 25 年度都市計画現況調査より独自に作成） 
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②面積・人口密度からみたコンパクトさ 
〇 市街化区域内の人口密度(63 人/ha)は、同程度の市街化区域面積／都市計画区域面

積の比率の都市の中では、比較的高い水準の人口密度となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 「市街化区域面積／都市計画区域面積」と「市街化区域内の人口密度」の散布図 

（資料：平成 25 年度都市計画現況調査より独自に作成） 
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③人口・人口密度からみたコンパクトさ 
〇 高層マンションから一戸建て等の多様な居住スタイルがある佐倉市の市街化区域

内の人口密度は、同程度の市街化区域人口／都市計画区域人口の比率の都市の中では、

中位水準の人口密度となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 「市街化区域内の人口密度」と「市街化区域人口／都市計画区域人口」の散布図 
（資料：平成 25 年度都市計画現況調査より独自に作成） 
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４－３．コンパクトと財政等との関係性について 
〇 佐倉市に近い人口規模（10～30 万人）で、行政面積全域が「線引き都市計画」に指

定されている市町村（ただし東京都特別区は除く。以下、類似都市。）を対象としま

す。 

〇 抽出にあたっては、平成 26 年度都市計画現況調査（国土交通省）を活用します。 

〇 インフラ整備に関するデータは都市計画現況調査（国土交通省）、財政に関するデ

ータは地方財政状況調査（総務省）を活用します。 

 
（１）都市計画区域面積当たりのインフラ整備規模 

〇 類似都市で比較すると、コンパクトな都市形態であるほど、都市計画区域面積当た

りインフラ整備量が少なくなる傾向にあります。 

〇 コンパクトな都市形態である佐倉市は、類似都市の中でも低位の水準にあり、類似

都市平均の概ね半分程度の都市計画区域面積当たりインフラ整備量となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 都市計画区域面積当たりのインフラ整備量の試算 
（資料：都市計画現況調査（国土交通省）から佐倉市で独自に試算） 

○都市計画区域面積当たりの都市計画道路　計画延長

○都市計画区域面積当たりの公共下水道計画処理区域面積
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（２）投資的経費に着目した分析 

①市域人口 1 人当たり投資的経費 
〇 佐倉市は、類似都市の中でも、市域人口 1 人当たり投資的経費（平成 25 年度）が

2.1 万円／人で、比較的低い水準にあります。 

〇 将来（平成 47 年）、人口が 15.2 万人に減少、及び現状と同程度の投資的経費の発

生を見込んだ場合、市域人口 1人当たり投資的経費が将来は 2.4 万円／人まで増加す

ると見込まれますが、類似都市の中では比較的低い水準に収まることが想定されます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 市域人口 1人当たり投資的経費 
（資料：都市計画現況調査（国土交通省）、地方財政状況調査（総務省）から佐倉市で独自に試算） 

 
②財政状況が近い都市との比較 
〇 将来は 2.4 万円／人まで増加すると見込まれますが、財政状況が近い類似都市（28

都市）の中では比較的低い水準に収まることが想定されます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 市域人口 1人当たり投資的経費と人口密度の関係（財政状況が近い都市との比較） 
（資料：都市計画現況調査（国土交通省）、地方財政状況調査（総務省）から佐倉市で独自に試算） 
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（３）財政力指数に着目した分析 

〇 類似都市のうち、コンパクトな都市形態（市街化区域面積／都市計画区域面積が 15

～25％未満の市町村。佐倉市も含まれる。）を対象に、市街化区域内の人口密度と財

政力指数の関係をみると、人口密度が低下すると、財政力指数も若干低下する傾向が

伺えます。 

〇 佐倉市の将来の市街化区域内の人口密度は 54 人/ha と見込まれますが、他都市をみ

ると 50 人/ha を下回る都市においても財政力指数が 0.8～1 弱を確保している都市が

多くあります 

〇 佐倉市において将来の人口密度低下が見込まれますが、コンパクトな都市形態（全

域面積に占める市街化区域の占める割合 約 2割）を将来においても維持することに

より、財政力指数の大幅な悪化は見込まれないものと考察され、一都三県の市区町村

の平均水準（0.74）を上回る財政力指数を維持でき、またコンパクトな都市形態を有

する類似都市の財政力指数の平均（0.84）と同程度を維持できるものと想定します。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 コンパクトな都市形態を有する市町村における市街化区域内の人口密度と財政力指数の関係 
（資料：都市計画現況調査（国土交通省）、地方財政状況調査（総務省）から佐倉市で独自に試算） 

 
  

佐倉H25

佐倉将来
y = 0.0019x + 0.7475

R² = 0.0579

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

20 30 40 50 60 70 80

財
政
力
指
数
（
2
0
1
3
年
）

市街化区域内の人口密度（H25時点）

市街化区域内の将来人口密度（H47
54人/ha）に低下したとしても、コンパク
トな都市構造を有する佐倉市では、財
政力指数0.8以上を確保することが想
定されます。

0.74



114 
 

（４）歳出総額に着目した分析 

〇 類似都市を対象に、市街化区域内の人口密度と市域人口 1人当たり歳出総額の関係

をみると、人口密度が高くなると、市域人口 1人当たり歳出総額が少なくなる傾向が

見込まれると考察されます。中でも、コンパクトな都市形態の市町村に着目すると、

その関係性がより強くなることが考察されます。 

〇 佐倉市の市街化区域の人口密度が現在の 63 人/ha から将来（平成 47 年）54 人/ha

に減少するとともに、現状と同程度の歳出総額が発生すると見込んだ場合、将来、市

域人口 1 人当たり歳出総額（平成 25 年度）の増加が試算されますが、類似都市の中

では比較的低い水準に収まることが想定されます。 

〇 以上から、コンパクトで一定の人口密度を有する佐倉市の都市形態は、市域人口 1

人当たり歳出総額が類似都市の中で低い水準にあり、効率的な都市経営に寄与してい

ると考察されます。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 市街化区域内の人口密度と市域人口 1人当たり歳出総額の関係 
（資料：都市計画現況調査（国土交通省）、地方財政状況調査（総務省）から佐倉市で独自に試算） 
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（５）固定資産税に着目した分析 

①市域面積当たり固定資産税 
〇 類似都市全体でみると、市街化区域の人口密度が高いほど、市域面積当たり固定資

産税が高くなる傾向があります。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 市街化区域内の人口密度と市域面積当たり固定資産税の関係 
（資料：都市計画現況調査（国土交通省）、地方財政状況調査（総務省）から佐倉市で独自に試算） 

 
②コンパクトな都市形態の市町村での比較 
〇 佐倉市の現在（平成 22 年度）及び将来（平成 47 年）の市街化区域内の人口密度か

ら試算したところ、市域面積当たり固定資産税が 1割強の減少傾向となることが考察

されますが、コンパクトな都市形態を有する 20 都市の中で概ね中位の水準に位置す

ると考察されます。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 市街化区域内の人口密度と市域人口 1人当たり歳出総額の関係 
（資料：都市計画現況調査（国土交通省）、地方財政状況調査（総務省）から佐倉市で独自に試算） 
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（６）コンパクトな都市形態により期待される効果の考察 

〇 居住誘導区域における居住促進、都市機能誘導区域における誘導施設の維持・確保

等を推進することで、人口集中地区（DID）内の人口密度（以下、DID 人口密度）を維

持することにより、行政コストの縮減効果が期待されます。 

〇 DID 人口密度と行政コストの関係式（グラフ内の黒線。グラフ出典：内閣府「選択

する未来」委員会資料）に佐倉市の状況をあてはめ、DID 人口密度が低下した場合と、

維持した場合の１人当たり歳出額及びその差分を算出し、行政コストの縮減効果を試

算した結果、DID 人口密度維持（H22 水準）により、将来の行政コストを約 3％削減す

ることが想定されます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 期待される効果の一例（DID 人口密度維持による行政コストの縮減） 
（資料：内閣府「選択する未来」委員会資料をもとに佐倉市で独自に作成） 
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５．意識調査結果など 
【市民意識調査】 

 ・住み心地満足度 
 
 
 
 
 
 
 
 ・住み続けたいと思う 18～39 歳の市民割合 

 
【健康意識調査（第 2次健康さくら 21）】 

 ・積極的に外出する高齢者割合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

選択項目
回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比

住み続けたい 825 49.1% 42 25.5% 84 37.3% 126 47.5% 114 41.0% 223 54.8% 233 71.3% 3
当分は住み続けたい 567 33.8% 70 42.4% 84 37.3% 90 34.0% 119 42.8% 138 33.9% 61 18.7% 5
住み続けたいが転出予定 38 2.3% 12 7.3% 7 3.1% 3 1.1% 7 2.5% 5 1.2% 4 1.2% 0
将来転出したい 123 7.3% 28 17.0% 23 10.2% 24 9.1% 18 6.5% 20 4.9% 9 2.8% 1
すくに転出したい 14 0.8% 3 1.8% 6 2.7% 2 0.8% 2 0.7% 1 0.2% 0 0.0% 0
わからない 99 5.9% 9 5.5% 21 9.3% 20 7.5% 15 5.4% 16 3.9% 18 5.5% 0
無回答 14 0.8% 1 0.6% 0 0.0% 0 0.0% 3 1.1% 4 1.0% 2 0.6% 4
合計 1,680 100.0% 165 100.0% 225 100.0% 265 100.0% 278 100.0% 407 100.0% 327 100.0% 13

問12　今後も佐倉市に住み続けたいですか。【１つ選択】
総計 18～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答
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参考：誘導施設となる診療所の診療科目の抽出の考え方 

〇 人口の好転に向けた出産・子育て環境の維持・向上を図るため、小児科及び産婦人

科を抽出します。 

〇 厚生労働省の調査による「通院者率の高い傷病」や「有訴者率の高い症状」を参考

に、市民生活において利用する機会が多い診療科目と考えられる内科、外科（整形外

科含む）、歯科、眼科、耳鼻咽喉科を抽出します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 性別にみた通院者率の上位 5傷病（複数回答）（資料：平成 25 年国民生活基礎調査） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 性別にみた有訴者率の上位 5症状（複数回答）（資料：平成 25 年国民生活基礎調査） 
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６．策定経過 

 

作成懇話会 庁内検討会 都市計画審議会 その他 

（第 1回 H28.2.1） 

・佐倉市の現状について 

・立地適正化計画につい

て 

（第 1回 H27.12.24） 

・立地適正化計画とは 

・佐倉市の現状 

・今後の作業の進め方 

・検討体制・今後のスケ

ジュール 

（第 26 回 H27.11.2） 

・佐倉市立地適正化計画

の策定について(報

告) 

（H28.8.6～7） 

・住民説明会の実

施（4会場） 

（第 2回 H28.3.11） 

・現状分析による問題点

の抽出および課題の整

理 

・基本的な方針、区域設

定の考え方の整理 

（第 2回 H28.2.12） 

・基礎調査結果から見る

問題点と課題の共有 

・立地適正化計画の基本

方針の整理 

（第 28 回 H28.5.17） 

・佐倉市立地適正化計画

について（経過報告）

 

（第 3回 H28.5.25） 

・区域設定の検討 

（第 3回 H28.5.18） 

・区域設定の検討 

・誘導施設及び誘導施策

の検討 

（第 29 回 H29.1.17） 

・佐倉市立地適正化計画

について（経過報告） 

 

（H28.6.17） 

・現地視察 

（第 4回 H28.7.13） 

・誘導施設、誘導施策の

検討 

・区域設定の検討 

（第 30 回 H29.3.24） 

・佐倉市立地適正化計画

の策定について（諮

問） 

 

（第 4回 H28.7.22） 

・誘導施設、誘導施策の

検討 

・区域設定の検討 

（第 5回 H28.10.19） 

・区域設定の検討 

・誘導施設、誘導施策の

検討 

  

（第 5回 H28.11.17） 

・区域設定の検討 

・誘導施設の検討 

（第 6回 H28.11.4） 

・都市機能誘導区域の 

検討 

・誘導施設の検討 

  

（第 6回 H29.1.19） 

・佐倉市立地適正化計画

（素案）について 

（第 7回 H28.1.6） 

・佐倉市立地適正化計画

（たたき案）について 

  

（第 7回 H29.3.27） 

・佐倉市立地適正化計画

（案）について 
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佐倉市立地適正化計画作成懇話会設置要綱 
（設置） 

第１条 都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）第８１条第１項の規定により作成

する佐倉市立地適正化計画（以下「計画」という。）に関し、専門的な視点及び幅広い視

点から意見を求めるため、佐倉市立地適正化計画作成懇話会（以下「懇話会」という。）

を置く。 
（所掌事項） 

第２条 懇話会の所掌事項は、次に掲げるものとする。 
 （１）計画の作成に必要となる事項についての検討 
 （２）計画の作成に関する提言 
 （３）その他計画に関し必要な事項 
（委員） 

第３条 懇話会は、１５人以内の委員をもって組織し、委員は次に掲げる者のうちから市長

が委嘱する。 
 （１）学識経験者  
 （２）医療・福祉関係者 
 （３）公共交通関係者 
 （４）関係行政機関の職員 
 （５）公募市民 
（任期） 

第４条 委員の任期は、市長が計画を定める日までとする。 
２ 委員が欠けた場合の補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
３ 委員が任命されたときにおける当該身分を失った場合は、委員を辞したものとみなす。 
（会長） 

第５条 懇話会に会長を置き、委員の互選により定める。 
２ 会長は、会務を総理し、懇話会を代表する。 
３ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 
（会議） 

第６条 懇話会の会議は、必要に応じて会長が招集し、会長が会議の議長となる。 
２ 懇話会は、委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。 
３ 懇話会は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対し会議への出席を求め、意見

又は資料の提出を求めることができる。 
（庶務）  

第７条 懇話会の庶務は、都市計画主管課において処理する。 
（補則）  

第８条 この要綱に定めるもののほか、懇話会の運営に関し必要な事項は、会長が懇話会に

諮って定める。 
   附 則（平成２７年７月８日決裁２７佐計第１４６号） 

この要綱は、決裁の日から施行し、市長が計画を定める日をもって、その効力を失う。 
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